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Exchange & beyond

株主の議決権行使に係る環境整備
に関する２０２２年６月総会の状況
及び今後の動向について

株式会社東京証券取引所
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※ 本年３月期決算会社のうち、６月末までに定時株主総会を開催した東証上場会社２，２９５社について集計
※ 市場区分・時価総額は各年６月末時点、株主数は各年３月末時点の値を使用
※ 各種検討状況は、本年４月に東証が実施した「定時株主総会に関する調査（２０２２年）」に依拠
※ 各実績（英文招集通知（事業報告及び計算書類を含むすべて）及び有価証券報告書提出日除く）については、

株式会社ＩＣＪの調査に依拠
※ 「提供／利用／実施予定を見送り」の各項目については、調査では「提供／利用／実施予定」と回答があったものの、

その実績が確認できなかった会社数を集計
※ 各比率は小数点第2位を四捨五入した値を使用
※ 各種数値の前年比について、プライム市場は市場第一部、スタンダード市場は市場第二部及びJASDAQスタンダード、

グロース市場はマザーズ及びJASDAQグロースとの比較

有価証券報告書の総会前提出6
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＜時価総額別＞

４週間前まで ４週間前から３週間前まで ３週間前以降

⚫ 招集通知のＴＤｎｅｔによる開示を総会開催日の４週間前までに行った会社は、全上場会社で
は２０．６％（＋１．６ｐｔ）、プライム市場上場会社では３２．０％（＋４．７ｐｔ）

⚫ 時価総額別でみると、時価総額が高い会社ほど早期開示を行う傾向がみられるが、時価総額が低
い会社においても増加傾向

招集通知の早期開示
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＜市場区分別＞
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英文招集通知（本文及び株主総会参考書類のみ）の提供
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⚫ プライム市場上場会社のうち、英文招集通知（本文及び株主総会参考書類）の提供会社は
８８．１％（＋２６．２ｐｔ）、今後の提供を検討している会社を加えると、９３．５％ま
で拡大見込み

⚫ スタンダード市場及びグロース市場上場会社においても、今後は取組が進展していく見込み
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提供 来年度以降の提供を検討 提供予定を見送り 検討していない 未回答
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＜プライム市場＞

⚫ プライム市場上場会社のうち、英文招集通知（事業報告及び計算書類を含むすべて）を提供す
る会社は２３．６％（＋６．３ｐｔ）、今後の提供を検討している会社を加えると、４５．
５％まで拡大見込み

⚫ 時価総額別でみると、時価総額５，０００億円以上の会社で６７．４％（＋４．９ｐｔ）、
今後の提供を検討している会社を加えると、７５．３％まで拡大見込み、
また、同２５０億円未満の会社においても、提供に向けた検討を開始した会社が大きく増加

英文招集通知（事業報告及び計算書類を含むすべて）の提供
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＜プライム市場ー時価総額別＞

提供 来年度以降の提供を検討 検討していない 未回答
※ 「提供」については、「定時株主総会に関する調査（２０２２年）」への回答に依拠

今後の見込み
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＜時価総額別＞

利用 来年度以降の利用検討 利用予定を見送り 検討していない 未回答

⚫ プライム市場上場会社のうち、機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームの利用会社は
９２．１％（＋３１．８ｐｔ）

⚫ 時価総額別でみると、時価総額１，０００億円以上の会社では９割超が利用済、また、同
１，０００億円未満の会社においても、利用や検討を開始した会社が増加

機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームの利用
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利用 来年度以降の利用検討 利用予定を見送り 検討していない 未回答

⚫ 個人投資家向け電子投票の利用会社は、全上場会社では７６．５％（＋１０．７ｐｔ）、
今後の導入を検討している会社を加えると８５．１％まで拡大見込み、また、スタンダード市場
及びグロース市場上場会社においても、利用や検討を開始した会社が増加

⚫ 個人株主数別でみると、個人株主数１０，０００人以上の会社で９４．０％（＋５．３
ｐｔ）、同１０，０００人未満の会社においても、利用や検討を開始した会社が増加

個人投資家向け電子投票の利用
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提出日の内訳

⚫ 全上場会社のうち、有価証券報告書を株主総会開催日の前営業日までに提出した会社は
１．４％（３３社）、今後の実施を検討している会社をあわせても ５．０%（１１７社）
と低水準

⚫ 株主総会開催日当日及び翌営業日に提出した会社は９４．０％（２，１５６社）

有価証券報告書の総会前提出
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実施

1.4%

来年度以降の実
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実施予定を見送り

0.9%

検討していない

89.2%

未回答

4.6%

（注）1.マイナス数値は総会開催日前を指す
2.「２」は「２営業日以降」を指す

営業日

今後の見込み
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1,168

988

106

総会前

33社(1.4%)

当日

1,168社

（50.9%）

翌営業日

988社

（43.1%）

2営業日以降

106社(4.6%)

計 94.0％
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有価証券報告書の総会前提出（実施会社へのヒアリング結果）
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⚫ 有価証券報告書を株主総会開催日の前営業日までに提出した会社に対して行った、実施に際
しての課題についてのヒアリング結果は以下のとおり

✓ 監査対応含め社外関係者との調整や社内体制の構築に苦労した

✓ 初めての実施の際にはレビュー等の日程確保に苦労したが、一度スケジュールを組めれば次回以
降は順調に進められるようになった

✓ 定性的な記載の確認を含め、全体的に時間的猶予が少なくなることから、業務全般の見直しが
必要となったが、結果として省力化を進めることができた


